
第  号議案

神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例の件

神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

令和７年２月18日提出

神戸市長 久   元   喜   造

神戸市職員の給与等に関する条例等の一部を改正する条例

 （職員の給与等に関する条例の一部改正） 

第１条 神戸市職員の給与等に関する条例（昭和26年３月条例第８号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （給料表）  （給料表） 

第３条  給料表の種類は、次に掲げる

とおりとし、各給料表の適用範囲は、

それぞれ当該給料表に定めるところ

による。 

第３条  給料表の種類は、次に掲げる

とおりとし、各給料表の適用範囲は、

それぞれ当該給料表に定めるところ

による。 

(1)～ (5) ［略］  (1)～ (5) ［略］  

(6) 特定任期付職員給料表（別表第

６）

２ 前項の給料表（以下単に「給料表」

という。）は、第20条の２に規定する

２ 前項の給料表（以下単に「給料表」

という。）は、第３条の３及び第20条

８
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職員以外の全ての職員に適用するも

のとする。 

の２に規定する職員以外の全ての職

員に適用するものとする。 

３  職員（指定職給料表の適用を受け

る職員及び地方公共団体の一般職の

任期付職員の採用に関する法律（平

成14年法律第48号。以下「任期付職員

法」という。）第３条第１項の規定に

より採用された職員（以下「特定任期

付職員」という。）を除く。）の職務

は、その複雑、困難及び責任の度に基

づきこれを給料表に定める職務の級

に分類するものとし、その分類の基

準となるべき職務の内容は、別表第

７に定める級別基準職務表に定める

とおりとする。この場合において、同

表に掲げる職務とその複雑、困難及

び責任の度が同程度の職務で人事委

員会規則で定めるものは、それぞれ

の 職 務 の 級 に 分 類 さ れ る も の と す

る。 

３  職員（指定職給料表の適用を受け

る職員を除く。）の職務は、その複雑、

困難及び責任の度に基づきこれを給

料表に定める職務の級に分類するも

のとし、その分類の基準となるべき

職務の内容は、別表第６に定める級

別 基 準 職 務 表 に 定 め る と お り と す

る。この場合において、同表に掲げる

職務とその複雑、困難及び責任の度

が同程度の職務で人事委員会規則で

定めるものは、それぞれの職務の級

に分類されるものとする。 

４  ［略］  ４  ［略］  

第３条の３  任命権者は、特定任期付

職員の号給を、特定任期付職員が従

事する業務に応じて人事委員会規則

で定める基準に従い決定する。 

第３条の３  地方公共団体の一般職の

任期付職員の採用に関する法律（平

成14年法律第48号。以下「任期付職員

法」という。）第３条第１項の規定に

より採用された職員（以下「特定任期

付職員」という。）の給料月額は、別

表第５に定める給料月額を超えない

範囲内で任命権者が定める。 
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２  任命権者は、特定任期付職員につ

いて、特別の事情により別表第６に

掲げる号給により難いときは、前項

の規定にかかわらず、人事委員会の

承認を得て、その給料月額を同表に

掲げる７号給の給料月額にその額と

同表に掲げる６号給の給料月額との

差額に１からの各整数を順次乗じて

得られる額を加えた額のいずれかに

相当する額（別表第５の８号給の額

未満の額に限る。）又は別表第５の８

号給の額に相当する額に決定するこ

とができる。 

 

３  第１項の規定による号給の決定及

び前項の規定による給料月額の決定

は、予算の範囲内で行わなければな

らない。 

 

（昇給等の基準）  （昇給等の基準） 

第４条 ［略］  第４条 ［略］  

２～７ ［略］  ２～７ ［略］  

８  次の各号に掲げる職員の第６項の

規定によ る昇給 は 、同項に 規定する

期間にお ける当 該 職員の勤 務成績が

極めて良 好であ る 場合又は 特に良好

である場 合に限 り 行うもの とし、昇

給させる 場合の 昇 給の号給 数は、勤

務成績に 応じて 人 事委員会 規則で定

め る 基 準 に 従 い 決 定 す る も の と す

る。 

８  前項の規定にかかわらず、55歳 (人

事委員会 規則で 定 める職員 にあつ て

は、 56歳以上の 年 齢で人事 委員会 規

則 で 定 め る も の )以 上 の 職 員 に 関 す

る当該年 齢に達 し た日後の 最初の ４

月１日以 後にお け る第６項 の規定 に

よる昇給 は、同 項 に規定す る期間 に

おける当 該職員 の 勤務成績 が極め て

良好であ る場合 又 は特に良 好であ る
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場合に限 り行う も のとし、 昇給さ せ

る場合の 昇給の 号 給数は、 勤務成 績

に応じて 人事委 員 会規則で 定める 基

準に従い決定するものとする。 

(1) 55歳（人事委員会規則で定める

職員にあつては、 56歳以上の年齢

で人事委員会規則で定めるもの）

に達した日後の最初の４月１日以

後に在職する職員（次号に掲げる

職員を除く。） 

 

(2) 行政職給料表の適用を受ける職

員でその職務の級が８級であるも

の及び同表以外の各給料表の適用

を受ける職員でその職務の級がこ

れに相当するものとして人事委員

会規則で定める職員 

 

９～12 [略 ] ９～ 12 [略 ]  

13 地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第110号）第６条

第１項第１号により採用された職員

（以下「育児休業代替任期付職員」と

いう。）及び任期付職員法第４条の規

定により採用された職員（以下「任期

付フルタイム勤務職員」という。）の

職務の級は、別表第８の左欄に掲げ

る給料表の種類に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる職務の級に限る。 

13 地方公務員の育児休業等に関する

法律（平成３年法律第110号）第６条

第１項第１号により採用された職員

（以下「育児休業代替任期付職員」と

いう。）及び任期付職員法第４条の規

定により採用された職員（以下「任期

付フルタイム勤務職員」という。）の

職務の級は、別表第７の左欄に掲げ

る給料表の種類に応じ、それぞれ同

表の右欄に掲げる職務の級に限る。 

14 法第 22条の２第１項第２号に掲げ

る職員（以下「フルタイム会計年度任

14 法第 22条の２第１項第２号に掲げ

る職員（以下「フルタイム会計年度任
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用職員」という。）の職務の級は、人

事委員会規則で定める者を除き、別

表第９の左欄に掲げる給料表の種類

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る職務の級に限る。 

用職員」という。）の職務の級は、人

事委員会規則で定める者を除き、別

表第８の左欄に掲げる給料表の種類

に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げ

る職務の級に限る。 

（扶養手当） （扶養手当） 

第７条 ［略］  第７条 ［略］  

２  前項の「扶養親族」とは、次に掲げ

る者で他に生計の途がなく主として

その職員の扶養を受けているものを

いう。 

２  前項の「扶養親族」とは、次に掲げ

る者で他に生計の途がなく主として

その職員の扶養を受けているものを

いう。 

 (1) 配偶者（届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ。） 

(1)～ (5) ［略］  (2)～ (6) ［略］  

３  扶養手当の月額は、前項第２号か

ら第５号までのいずれかに該当する

扶養親族については6,500円、同項第

１号に該当する扶養親族（以下「扶養

親族たる子」という。）については１

人につき14,500円とする。 

３  扶養手当の月額は、前項第１号及

び第３号から第６号までのいずれか

に 該 当 す る 扶 養 親 族 に つ い て は

6,500円、同項第２号に該当する扶養

親族（以下「扶養親族たる子」とい

う。）については１人につき12,000円

とする。 

４  前項の規定にかかわらず、扶養親

族たる子のうちに 15歳に達する日後

の最初の４月１日から 22歳に達する

日以後の最初の３月 31日までの間に

ある子がいる場合における扶養手当

の月額は、同項の額に、5,000円に当

該期間にある当該扶養親族たる子の

４  前項の規定にかかわらず、扶養親

族たる子のうちに 15歳に達する日後

の最初の４月１日から 22歳に達する

日 以 後 の 最 初 の ３ 月 31日 ま で の 間

（以下「特定期間」という。）にある

子がいる場合における扶養手当の月

額は、同項の額に、5,000円に特定期
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数を乗じて得た額を加算した額とす

る。 

間にある当該扶養親族たる子の数を

乗じて得た額を加算した額とする。 

５  前各項に規定するもののほか、扶

養親族の数の変更に伴う支給額の改

定その他扶養手当の支給に関し必要

な事項は、人事委員会規則で定める。 

 

第８条 削除  第８条  新たに職員となつた者に扶養

親族がある場合又は職員に次の各号

のいずれかに該当する事実が生じた

場合においては、その職員は、直ちに

その旨を任命権者に届け出なければ

ならない。 

 (1) 新たに扶養親族としての要件を

具備するに至つた者がある場合 

 (2) 扶養親族としての要件を欠くに

至つた者がある場合（前条第２項

第２号、第３号又は第５号に該当

する扶養親族が、 22歳に達した日

以後の最初の３月 31日の経過によ

り、扶養親族としての要件を欠く

に至つた場合を除く。） 

 ２  扶養手当の支給は、新たに職員と

なつた者に扶養親族がある場合にお

いてはその者が職員となつた日、扶

養親族がない職員に前項第１号に掲

げる事実が生じた場合においてはそ

の事実が生じた日の属する月の翌月

（これらの日が月の初日であるとき

は、その日の属する月）から開始し、
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扶 養 手 当 を 受 け て い る 職 員 が 退 職

し、又は死亡した場合においてはそ

れぞれその者の退職又は死亡の日、

扶養手当を受けている職員の扶養親

族で同項の規定による届出に係るも

ののすべてが扶養親族としての要件

を欠くに至つた場合においてはその

事実が生じた日の属する月（これら

の日が月の初日であるときは、その

日の属する月の前月）をもつて終わ

る。ただし、扶養手当の支給の開始に

ついては、同項の規定による届出が、

これに係る事実の生じた日から 15日

を経過した後にされたときは、その

届出を受理した日の属する月の翌月

（その日が月の初日であるときは、

その日の属する月）から行うものと

する。 

 ３  扶養手当は、これを受けている職

員に更に第１項第１号に掲げる事実

が生じた場合、扶養手当を受けてい

る職員の扶養親族で同項の規定によ

る届出に係るものの一部が扶養親族

としての要件を欠くに至つた場合又

は職員の扶養親族たる子で同項の規

定による届出に係るもののうち特定

期間にある子でなかつた者が特定期

間 に あ る 子 と な つ た 場 合 に お い て

は、これらの事実が生じた日の属す
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る月の翌月（これらの日が月の初日

であるときは、その日の属する月）か

らその支給額を改定する。前項ただ

し書の規定は、扶養手当を受けてい

る職員に更に第１項第１号に掲げる

事実が生じた場合における扶養手当

の支給額の改定について準用する。 

（通勤手当） （通勤手当） 

第９条 [略 ] 第９条 [略 ] 

２  前項第１号に掲げる職員に支給す

る通勤手当の額は、支給単位期間に

つき、人事委員会規則で定めるとこ

ろにより算出したその者の支給単位

期間の通勤に要する運賃等の額に相

当する額（以下「運賃等相当額」とい

う。）とする。ただし、運賃等相当額

を支給単位期間の月数で除して得た

額（以下「１箇月当たりの運賃等相当

額」という。）が150,000円を超える

と き は 、 支 給 単 位 期 間 に つ き 、

150,000円 に 支 給 単 位 期 間 の 月 数 を

乗じて得た額（その者が２以上の交

通機関等を利用するものとして当該

運 賃 等 の 額 を 算 出 す る 場 合 に お い

て、１箇月当たりの運賃等相当額の

合計額が150,000円を超えるときは、

その者の通勤手当に係る支給単位期

間のうち最も長い支給単位期間につ

き、150,000円に当該支給単位期間の

２  前項第１号に掲げる職員に支給す

る通勤手当の額は、支給単位期間に

つき、人事委員会規則で定めるとこ

ろにより算出したその者の支給単位

期間の通勤に要する運賃等の額に相

当する額（以下「運賃等相当額」とい

う。）とする。ただし、運賃等相当額

を支給単位期間の月数で除して得た

額（以下「１箇月当たりの運賃等相当

額」という。）が55,000円を超えると

きは、支給単位期間につき、55,000円

に支給単位期間の月数を乗じて得た

額（その者が２以上の交通機関等を

利用するものとして当該運賃等の額

を算出する場合において、１箇月当

た り の 運 賃 等 相 当 額 の 合 計 額 が

55,000円を超えるときは、その者の

通勤手当に係る支給単位期間のうち

最 も 長 い 支 給 単 位 期 間 に つ き 、

55,000円に当該支給単位期間の月数
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月数を乗じて得た額）とする。 を乗じて得た額）とする。 

３～10 [略 ] ３～ 10 [略 ] 

（単身赴任手当） （単身赴任手当） 

第９条の２  公署を異にする異動又は

在勤する 公署の 移 転に伴い 、住居を

移転し、 父母の 疾 病その他 の人事委

員会規則 で定め る やむを得 ない事情

により、同居していた配偶者（届出を

しないが 事実上 婚 姻関係と 同様の事

情にある者を含む。以下同じ。）と別

居するこ ととな つ た職員で 、当該異

動又は公 署の移 転 の直前の 住居から

当該異動 又は公 署 の移転の 直後に在

勤する公 署に通 勤 すること が通勤距

離等を考 慮して 人 事委員会 規則で定

める基準 に照ら し て困難で あると認

められる ものの う ち、単身 で生活す

ることを 常況と す る職員に は、単身

赴任手当を支給する。ただし、配偶者

の住居か ら在勤 す る公署に 通勤する

ことが、 通勤距 離 等を考慮 して人事

委員会規 則で定 め る基準に 照らして

困難であ ると認 め られない 場合は、

この限りでない。 

第９条の２  公署を異にする異動又は

在勤する公署の移転に伴い、住居を

移転し、父母の疾病その他の人事委

員会規則で定めるやむを得ない事情

により、同居していた配偶者と別居

することとなつた職員で、当該異動

又は公署の移転の直前の住居から当

該異動又は公署の移転の直後に在勤

する公署に通勤することが通勤距離

等を考慮して人事委員会規則で定め

る基準に照らして困難であると認め

られるもののうち、単身で生活する

ことを常況とする職員には、単身赴

任手当を支給する。ただし、配偶者の

住居から在勤する公署に通勤するこ

とが、通勤距離等を考慮して人事委

員会規則で定める基準に照らして困

難であると認められない場合は、こ

の限りでない。 

２～４ ［略］  ２～４ ［略］  

（給与の減額） （給与の減額） 

第 12条  職員（会計年度任用職員（法第

22条の２ 第１項 に 規定する 会計年度

任用職員をいう。以下同じ。）を除く。

第12条  職員（会計年度任用職員（法第

22条の２第１項に規定する会計年度

任用職員をいう。以下同じ。）を除く。
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以下この条において同じ。）が勤務し

ないとき （次項 に 規定する ときを除

く。）は、勤務時間条例第８条第１項

に規定する職員の休日（以下単に「休

日」という。）である場合、休暇（勤

務時間条 例第 13条 に規定す る介護休

暇及び勤 務時間 条 例第 13条の２に規

定する介 護時間 並 びに人事 委員会規

則で定める特別休暇を除く。）による

場合その 他その 勤 務しない ことにつ

き任命権 者の承 認 （神戸市 職員の育

児休業等 に関す る 条例（平 成４年３

月条例第 71号） 第 16条に規定す る部

分休業の 承認並 び に勤務時 間条例第

14条に規 定する 介 護休暇及 び介護時

間の承認を除く。）があつた場合を除

くほか、 その勤 務 しない１ 時間につ

き、第 17条に規 定 する勤務 １時間当

たりの給 与額を 減 額して給 与を支給

する。 

以下この条において同じ。）が勤務し

ないとき（次項に規定するときを除

く。）は、勤務時間条例第８条第１項

に規定する職員の休日（以下単に「休

日」という。）である場合、休暇（勤

務時間条例第 13条に規定する介護休

暇及び勤務時間条例第 13条の２に規

定する介護時間を除く。）による場合

その他その勤務しないことにつき任

命権者の承認（神戸市職員の育児休

業等に関する条例（平成４年３月条

例第 71号）第 16条に規定する部分休

業の承認並びに勤務時間条例第 14条

に規定する介護休暇及び介護時間の

承認を除く。）があつた場合を除くほ

か、その勤務しない１時間につき、第

17条に規定する勤務１時間当たりの

給与額を減額して給与を支給する。 

２～４ [略 ] ２～４ [略 ] 

（管理職員特別勤務手当） （管理職員特別勤務手当） 

第 16条の２ [略 ] 第 16条の２ [略 ] 

２  前項に規定する場合のほか、管理

職員が災 害への 対 処その他 の臨時又

は緊急の 必要に よ り週休日 等以外の

日の午後 10時か ら 午前５時 までの間

であつて 正規の 勤 務時間以 外に勤務

した場合は、当該職員には、管理職員

２  前項に規定する場合のほか、管理

職員が災害への対処その他の臨時又

は緊急の必要により週休日等以外の

日の午前０時から午前５時までの間

であつて正規の勤務時間以外に勤務

した場合は、当該職員には、管理職員
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特別勤務 手当を 支 給するこ とができ

る。 

特別勤務手当を支給することができ

る。 

３、４ [略 ] ３、４ [略 ] 

（特定の職員についての適用除外及

び特例） 

（特定の職員についての適用除外及

び特例） 

第 16条の３ [略 ] 第 16条の３ [略 ]  

２  [略 ] ２  [略 ] 

３  指定職給料表の適用を受ける職員

については、第４条、第７条、第８条

の３から第10条の７まで、第13条、第

14条第２ 項、第 15条及び第 16条の規

定は適用しない。 

３  指定職給料表の適用を受ける職員

については、第４条、第７条、第８条、

第８条の３から第 10条の７まで、第

13条、第14条第２項、第15条及び第16

条の規定は適用しない。 

４  [略 ] ４  [略 ] 

５  特定任期付職員については、第４

条、第７条、第８条の３、第10条の２

から第10条の７まで、第13条、第14条

第２項及 び第 15条 の規定は 、適用し

ない。 

５  特定任期付職員については、第４

条、第７条、第８条、第８条の３、第

10条の２から第 10条の７まで、第 13

条、第 14条第２項及び第 15条の規定

は、適用しない。 

６、７ [略 ] ６、７ [略 ] 

 （特定任期付職員業績手当） 

 第 19条の２  特定任期付職員のうち、

特に顕著な業績を挙げたと認められ

る職員に対し、当該職員の給料月額

に相当する額を特定任期付職員業績

手当として支給することができる。 

 ２  前項の特定任期付職員業績手当の

支給方法については、人事委員会が

定める。 

（給与からの控除） （給与からの控除） 
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第 23条  次に掲げるものについては、

給与から控除することができる。 

第 23条  次に掲げるものについては、

給与から控除することができる。 

(1)～ (3) [略 ] (1)～ (3) [略 ] 

 (4) 神戸市立学校教職員共済会の掛

金及び償還金 

(4)～ (9) [略 ] (5)～ (10) [略 ] 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
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次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後  改正前  

別表第６  特定任期付職員給料表（第

３条関係） 

 

号給  給料月額 

 

１  

２  

３  

４  

５  

６  

７  

円  

392,000 

440,000 

492,000 

555,000 

634,000 

740,000 

864,000 
 

 

 備考  この表は、特定任期付職員に

適用する。 

 

別表第７  級別基準職務表（第３条関

係） 

別表第６  級別基準職務表（第３条関

係） 

(1)～ (7) ［略］  (1)～ (7) ［略］  

(8) 医療職給料表(1)級別基準職務

表 

(8) 医療職給料表(1)級別基準職務

表 

職務  

の級  

基準となる職務 職務  

の級  

基準となる職務 
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［略］ ［略］  

４級  ［略］  

５級  局長の職務 
 

［略］ ［略］  

４級  ［略］  
 

(9) ［略］  (9) ［略］  

別表第８ ［略］  別表第７ ［略］  

別表第９ ［略］  別表第８ ［略］  

（職員退職手当金条例の一部改正） 

第２条 神戸市職員退職手当金条例（昭和24年９月条例第147号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後  改正前  

（退職手当からの控除） （退職手当からの控除） 

第 20条  神戸市職員の給与等に関する

条例第 23条第１号から第３号まで及

び第５号から第７号までに掲げるも

のについては、退職手当から控除す

ることができる。 

第 20条  神戸市職員の給与等に関する

条例第 23条第１号から第４号まで及

び第６号から第８号までに掲げるも

のについては、退職手当から控除す

ることができる。 

（市営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第３条 神戸市営企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和28年３月条

例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及
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び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後  改正前  

 （給与の種類）  （給与の種類） 

第２条 ［略］  第２条 ［略］  

２  手当の種類は、管理職手当、初任給

調整手当、地域手当、扶養手当、住居

手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊

勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管

理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉

手当及び退職手当とする。 

２  手当の種類は、管理職手当、初任給

調整手当、地域手当、扶養手当、住居

手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊

勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務

手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管

理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉

手当、特定任期付職員業績手当及び

退職手当とする。 

 （特定任期付職員業績手当） 

 第 11条の３  特定任期付職員のうち、

特に顕著な業績を挙げたと認められ

る職員に対し、当該職員の給料月額

に相当する額を特定任期付職員業績

手当として支給することができる。 

（職員に対する期末手当等の支給に関する条例の一部改正） 

第４条 神戸市職員に対する期末手当等の支給に関する条例（昭和28年６月条例

第23号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線
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又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後  改正前  

 （期末手当）  （期末手当） 

第２条 ［略］  第２条 ［略］  

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の 125（特別職に属する者にあつて

は 100分 の 227.5（ 公 営企 業 の 管理 者

にあつては100分の 230）、管理職手当

の支給を 受ける 職 員で規則 で定める

もの及び 指定職 の 職員（神 戸市職員

の給与等 に関す る 条例（昭 和 26年３

月条例第 ８号） 第 ３条第１ 項第５号

に規定す る指定 職 給料表の 適用を受

ける職員をいう。）（以下これらを「特

定幹部職員」という。）にあつては100

分の 105）を乗じて得た額に、基準日

以前６箇 月以内 の 期間にお けるその

者の在職 期間の 次 の各号に 掲げる区

分に応じ 、当該 各 号に定め る割合を

乗じて得た額とする。 

２  期末手当の額は、算定基礎額に100

分の 125（特別職に属する者にあつて

は 100分 の 227.5（ 公 営企 業 の 管 理 者

にあつては100分の 230）、管理職手当

の支給を 受ける 職 員で規則 で定め る

もの及び 指定職 の 職員（神 戸市職 員

の給与等 に関す る 条例（昭 和 26年３

月条例第 ８号） 第 ３条第１ 項第５ 号

に規定す る指定 職 給料表の 適用を 受

ける職員をいう。）（以下これらを「特

定幹部職員」という。）にあつては100

分の 105、特定任期付職員（地方公共

団体の一 般職の 任 期付職員 の採用 に

関する法律（平成14年法律第48号）第

３条第１ 項の規 定 により採 用され た

職員をいう。以下同じ。）にあつては

100分の 230）を乗じて得た額に、基準

日以前６ 箇月以 内 の期間に おける そ

の者の在 職期間 の 次の各号 に掲げ る

区分に応 じ、当 該 各号に定 める割 合
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を乗じて得た額とする。 

 (1)～ (4) ［略］   (1)～ (4) ［略］  

３～５ ［略］  ３～５ ［略］  

 （勤勉手当）  （勤勉手当） 

第３条  勤勉手当は、６月１日又は 12

月１日（以下この条においてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員（特別職に属する者

を除く。以下この項において同じ。）

に対し、基準日以前６箇月以内の期

間におけるその者の勤務成績に応じ

て支給する。これらの基準日前１箇

月以内に退職をし、又は死亡をした

職員についても、同様とする。 

第３条  勤勉手当は、６月１日又は 12

月１日（以下この条においてこれら

の日を「基準日」という。）にそれぞ

れ在職する職員（特別職に属する者

及び特定任期付職員を除く。以下こ

の項において同じ。）に対し、基準日

以前６箇月以内の期間におけるその

者の勤務成績に応じて支給する。こ

れらの基準日前１箇月以内に退職を

し、又は死亡をした職員についても、

同様とする。 

２～６ ［略］  ２～６ ［略］  

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第５条 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31

年 10月条例第25号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後  改正前  

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）  
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区分 報酬の額 旅費の額 

［略］  ［略］  ［略］  

［略］  ［略］  ［略］  

投 票 所

の 投 票

管理者 

日 額  17,300

円。ただし、公

職 選 挙 法 ( 昭

和 25年 法 律 第

100号 )第 40条

第 1 項 た だ し

書 の 規 定 に よ

り 投 票 所 を 開

く 時 刻 を 繰 り

下 げ 、 又 は 閉

じ る 時 刻 を 繰

り 上 げ た こ と

に よ り 職 務 時

間 を 短 縮 す る

場 合 、 職 務 時

間 内 に 交 替 す

る 場 合 そ の 他

職 務 時 間 を 短

縮 す る 場 合

は 、 任 命 権 者

が 定 め る 額 を

減額した額 

期 日 前

投 票 所

の 投 票

日 額  15,300

円。ただし、職

務 時 間 内 に 交

区分 報酬の額 旅費の額 

［略］  ［略］  ［略］  

［略］  ［略］  ［略］  

投 票 所

の 投 票

管理者 

日 額  12,800

円。ただし、公

職 選 挙 法 ( 昭

和 25年 法 律 第

100号 )第 40条

第 1 項 た だ し

書 の 規 定 に よ

り 投 票 所 を 開

く 時 刻 を 繰 り

下 げ 、 又 は 閉

じ る 時 刻 を 繰

り 上 げ た こ と

に よ り 職 務 時

間 を 短 縮 す る

場 合 、 職 務 時

間 内 に 交 替 す

る 場 合 そ の 他

職 務 時 間 を 短

縮 す る 場 合

は 、 任 命 権 者

が 定 め る 額 を

減額した額 

期 日 前

投 票 所

の 投 票

日 額  11,300

円。ただし、職

務 時 間 内 に 交
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管理者 替 す る 場 合 そ

の 他 職 務 時 間

を 短 縮 す る 場

合 は 、 任 命 権

者 が 定 め る 額

を減額した額 

［略］  ［略］  

投 票 所

の 投 票

立会人 

日 額  15,700

円。ただし、公

職 選 挙 法 第 40

条 第 1 項 た だ

し 書 の 規 定 に

よ り 投 票 所 を

開 く 時 刻 を 繰

り 下 げ 、 又 は

閉 じ る 時 刻 を

繰 り 上 げ た こ

と に よ り 職 務

時 間 を 短 縮 す

る 場 合 、 立 会

時 間 内 に 交 替

す る 場 合 そ の

他 立 会 時 間 を

短 縮 す る 場 合

は 、 任 命 権 者

が 定 め る 額 を

減額した額 

期 日 前 日 額  13,900

管理者  替 す る 場 合 そ

の 他 職 務 時 間

を 短 縮 す る 場

合 は 、 任 命 権

者 が 定 め る 額

を減額した額 

［略］  ［略］  

投 票 所

の 投 票

立会人 

日 額  10,900

円。ただし、公

職 選 挙 法 第 40

条 第 1 項 た だ

し 書 の 規 定 に

よ り 投 票 所 を

開 く 時 刻 を 繰

り 下 げ 、 又 は

閉 じ る 時 刻 を

繰 り 上 げ た こ

と に よ り 職 務

時 間 を 短 縮 す

る 場 合 、 立 会

時 間 内 に 交 替

す る 場 合 そ の

他 立 会 時 間 を

短 縮 す る 場 合

は 、 任 命 権 者

が 定 め る 額 を

減額した額 

期 日 前 日 額  9,600
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投 票 所

の 投 票

立会人 

円。ただし、立

会 時 間 内 に 交

替 す る 場 合 そ

の 他 立 会 時 間

を 短 縮 す る 場

合 は 、 任 命 権

者 が 定 め る 額

を減額した額 

［略］  ［略］  

［略］  ［略］  ［略］  

前 各 項

以 外 の

附 属 機

関 の 構

成 員 そ

の 他 の

非 常 勤

の職員 

勤 務 １ 日 に つ

き 34,700円 を

超 え な い 範 囲

内 で 任 命 権 者

が 定 め る 額 。

た だ し 、 任 命

権 者 が 特 に 必

要 が あ る と 認

め た 場 合 は 、

勤 務 １ 月 に つ

き 給 与 条 例 別

表 第 ５ に 定 め

る 給 料 月 額 を

報 酬 の 基 準 額

と し 当 該 基 準

額 を 超 え な い

範 囲 内 で 任 命

権 者 が 定 め る

［略］ 

投 票 所

の 投 票

立会人 

円。ただし、立

会 時 間 内 に 交

替 す る 場 合 そ

の 他 立 会 時 間

を 短 縮 す る 場

合 は 、 任 命 権

者 が 定 め る 額

を減額した額 

［略］  ［略］  

［略］  ［略］  ［略］  

前 各 項

以 外 の

附 属 機

関 の 構

成 員 そ

の 他 の

非 常 勤

の職員 

勤 務 １ 日 に つ

き 34,300円 を

超 え な い 範 囲

内 で 任 命 権 者

が 定 め る 額 。

た だ し 、 任 命

権 者 が 特 に 必

要 が あ る と 認

め た 場 合 は 、

勤 務 １ 月 に つ

き 給 与 条 例 別

表 第 ５ に 定 め

る 給 料 月 額 を

報 酬 の 基 準 額

と し 当 該 基 準

額 を 超 え な い

範 囲 内 で 任 命

権 者 が 定 め る

［略］ 
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額 
 

額 

備考 ［略］  備考 ［略］  

（職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例） 

第６条 神戸市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成18年１月条例第38号）の

一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及

び第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線

又は太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）

については、次のとおりとする。 

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改

正部分を当該改正後部分に改める。 

  (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後  改正前  

（特殊勤務手当の種類） 

第３条  特殊勤務手当の種類は、次の

とおりとする。 

（特殊勤務手当の種類） 

第３条  特殊勤務手当の種類は、次の

とおりとする。 

(1)～ (11) ［略］  (1)～ (11) ［略］  

(12) 山間部等業務手当 (12) 鳥獣捕獲業務手当 

(13)～ (20) [略 ] (13)～ (20) [略 ] 

(21) 夏季作業手当 (21) 削除  

(22)～ (30) ［略］  (22)～ (30) ［略］  

(31) 緊急対応待機手当 (31) 児 童 保 護 業 務 緊 急 対 応 待 機 手

当 

(32)～ (36) ［略］  (32)～ (36) ［略］  

（ケースワーク業務手当） （ケースワーク業務手当） 

第６条  ケースワーク業務手当は、福

祉局相談支援課若 しくはくらし支援

第６条  ケースワーク業務手当は、福

祉局くらし支援課 更生センター、健
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課更生センター、 健康局保健所保健

課若しくは精神保 健福祉センター、

こども家庭局総合 療育センター、東

部療育センター若 しくは西部療育セ

ンター又は区役所 保健福祉部（北神

区役所保健福祉課 並びに区役所支所

保健福祉課及び生 活支援課を含む。

以下同じ。）に勤務する職員でケース

ワーク業務のうち 規則で定めるもの

に従事するものに 対して支給し、そ

の額は、日額500円とする。 

康局保健所保健課 若しくは精神保健

福祉センター、こ ども家庭局総合療

育センター、東部 療育センター若し

くは西部療育セン ター又は区役所保

健福祉部（北神区 役所保健福祉課及

び区役所支所保健 福祉課を含む。以

下同じ。）に勤務する職員でケースワ

ーク業務のうち規 則で定めるものに

従事するものに対 して支給し、その

額は、日額500円とする。 

（夏季作業手当）  

第 24条  夏季作業手当は、規則で定め

る温度の高い環境下における業務に

１日当たり１時間以上従事したもの

に対して支給し、その額は、日額200

円（当該業務に従事する時間が１日

当たり３時間以上となるものに対し

ては日額500円）とする。 

第 24条  削除  

（船長等業務手当） （船長等業務手当） 

第 27条  船長等業務手当は、港湾局海

務課に勤務する職員で港湾局に所属

する船舶における船長又は機関長の

業 務 に 従 事 す る も の に 対 し て 支 給

し、その額は、日額150円とする。 

第 27条  船長等業務手当は、港湾局海

務課に勤務する船長、機関長、航海士

又は機関士で港湾局に所属する船舶

における船長又は機関長の業務に従

事するものに対して支給し、その額

は、日額150円とする。 

（緊急対応待機手当） （児童保護業務緊急対応待機手当） 

第 34条  緊急対応待機手当は、規則で 第34条  児童保護業務緊急対応待機手
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定める業務に係る 緊急対応のために

待機を命ぜられた ものに対して支給

し、その額は、１回につき700円を超

えない範囲内にお いて規則で定める

額とする。 

当は、こども家庭 局こども家庭セン

ターに勤務する職 員で児童保護業務

に係る緊急対応の ために待機を命ぜ

られたものに対し て支給し、その額

は、１回につき700円とする。 

（消防職員手当） （消防職員手当） 

第 36条  消防職員手当は、次の各号に

掲げる業務に従事する職員に対して

支給し、その額は、それぞれ当該各号

に定める額とする。 

第 36条  消防職員手当は、次の各号に

掲げる業務に従事する職員に対して

支給し、その額は、それぞれ当該各号

に定める額とする。 

(1)～ (7) ［略］  (1)～ (7) ［略］  

(8) 消防組織法（昭和22年法律第226

号）第 45条第１項に規定する緊急

消防援助隊として出動して行う業

務等であって次に掲げるもの  日

額 1,080円 を 超 え な い 範 囲 内 に お

いて消防長が定める額 

 

ア  緊 急 消 防 援 助 隊 と し て 出 動 し

て行う、消防組織法第 44条第１

項に規定する消防の応援等 

 

イ  災害対策基本法（昭和36年法律

第223号）第23条第１項又は第23

条の２第１項の規定に基づき災

害対策本部が設置された本市の

区域外の地域に、消防組織法第

39条第２項の規定による協定に

基づき出動して行う消防の応援 

 

(9) 国際緊急援助隊の派遣に関する  
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法律（昭和62年法律第93号）に規定

する国際緊急援助隊として派遣さ

れて行う、同法第２条に規定する

国 際 緊 急 援 助 活 動  日 額 4,000円

を超えない範囲内において消防長

が定める額 

２～４ [略 ] ２～４ [略 ] 

５  第１項第８号に定める業務に従事

する職員のうち、消防長が定める時

間帯又は区域において消防長が定め

る業務に従事する職員に対しては、

日 額 1,080円 を 超 え な い 範 囲 内 に お

いて消防長が定める額を第１項第８

号に定める額に加算して支給する。 

 

６  第１項第９号に定める業務に従事

する職員のうち、心身に著しい負担

等を与えるものとして消防長が定め

る業務に従事する職員に対しては、

日 額 4,000円 を 超 え な い 範 囲 内 に お

いて消防長が定める額を第１項第９

号に定める額に加算して支給する。 

 

（災害応急対応等派遣手当） （災害応急対応等派遣手当） 

第 38条  災害応急対応等派遣手当は、

災害対策基本法第２条第１号に規定

する災害が発生した本市の区域外の

地域（国内に限る。）に派遣され、災

害応急対応又は災害復旧対応の業務

に従事する職員（規則で定める者を

第 38条  災害応急対応等派遣手当は、

災害対策基本法（昭和36年法律第223

号）第２条第１号に規定する災害が

発生した本市の区域外の地域（国内

に限る。）に派遣され、災害応急対応

又は災害復旧対応の業務に従事する
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除く。）に対して支給し、その額は、

日額1,080円とする。 

職員（規則で定める者を除く。）に対

して支給し、その額は、日額1,000円

とする。 

２  前項に規定する手当の額は、前項

の規定にかかわらず、規則に定める

時間帯又は区域において前項に掲げ

る業務に従事する場合にあっては、

日 額 2,160円 を 超 え な い 範 囲 内 に お

いて規則で定める額とする。 

２  前項に規定する手当の額は、前項

の規定にかかわらず、災害対策基本

法第 63条第１項に規定する警戒区域

その他これに類する区域において前

項に掲げる業務に従事する場合にあ

っては、日額2,000円とする。 

（海外派遣手当） （海外派遣手当） 

第 39条  ［略］  第 39条  ［略］  

２  ［略］  ２  ［略］  

３  前項第３号に掲げるもののほか、

教育に関し特別の事情が認められる

ことにより年少子女が学校教育その

他の教育を受けるのに相当な経費を

要すると市長が認める勤務地に係る

外国勤務者に対しては、年少子女１

人につき、次に掲げる額のうちいず

れか少ない額から法第 15条第２項に

規 定 す る 自 己 負 担 額 を 控 除 し た 額

（当該年少子女が学校教育法（昭和

22年法律第 26号）に規定する幼稚園

に相当するものとして市長が認める

教育施設において教育を受ける場合

に あ っ て は 、 51,000 円 を 限 度 と す

る。）を加算した額を、規則で定める

換算率により外国通貨に換算した額

３ 前項第３号に掲げるもののほか、

教育に関し特別の事情が認められる

ことにより年少子女が学校教育その

他の教育を受けるのに相当な経費を

要すると市長が認める勤務地に係る

外国勤務者に対しては、年少子女１

人につき、次に掲げる額のうちいず

れか少ない額から法第 15条の２第２

項に規定する自己負担額を控除した

額（当該年少子女が学校教育法（昭和

22年法律第 26号）に規定する幼稚園

に相当するものとして市長が認める

教育施設において教育を受ける場合

に あ っ て は 、 51,000 円 を 限 度 と す

る。）を加算した額を、規則で定める

換算率により外国通貨に換算した額
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（市長が特に必要があると認める外

国勤務者については、当該年少子女

１人につき、当該加算した額）を支給

する。 

（市長が特に必要があると認める外

国勤務者については、当該年少子女

１人につき、当該加算した額）を支給

する。 

(1)、 (2) ［略］  (1)、 (2) ［略］  

（支給方法） （支給方法） 

第 41条  ［略］  第 41条  ［略］  

２、３ ［略］  ２、３ ［略］  

４  第 39条の規定による海外派遣手当

に外国通貨の最低単位に満たない端

数を生じたときは、その端数を切り

捨てるものとする。 

４  第 39条の規定により外国通貨に換

算した額に当該外国通貨の最低単位

に満たない端数を生じたときは、そ

の端数を切り捨てるものとする。 

附  則  

（施行期日等） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日（以下「施行日」という。）から施行す

る。 

２  第６条の規定による改正後の神戸市職員の特殊勤務手当に関する条例第36条

の規定は、令和７年１月１日から適用する。 

（令和８年３月31日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

第２条 施行日から令和８年３月31日までの間における第１条の規定による改正

後の神戸市職員の給与等に関する条例第７条の規定の適用については、同条第

２項中「(5) 重度心身障害者」とあるのは、「(5) 重度心身障害者 (6) 配偶

者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」と、同

条第３項中「14,500円」とあるのは「13,500円」と、「とする」とあるのは、

「、前項第６号に該当する扶養親族については3,000円とする」とする。 

（号給の切替え） 

第３条 施行日の前日において神戸市職員の給与等に関する条例第３条第１項第

１号又は第２号の給料表の適用を受けていた職員のうち、その職務の級が７級
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又は８級である職員の施行日における号給（以下「新号給」という。）は、施

行日の前日においてその者が属していた職務の級及びその者が受けていた号給

（以下「旧号給」という。）に応じて附則別表に定める号給とする。 

（適用区分） 

第４条 第５条中別表投票所の投票管理者の項、期日前投票所の投票管理者の項、

投票所の投票立会人の項及び期日前投票所の投票立会人の項の規定は、施行日

以後その期日を公示又は告示される選挙、最高裁判所裁判官国民審査及び日本

国憲法第 95 条の規定による投票（以下「選挙等」という。）について適用し、

施行日の前日までにその期日を公示又は告示された選挙等については、なお従

前の例による。 

（施行細則の委任） 

第５条 第１条の規定の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定め、第２

条及び第６条の規定の施行に関し必要な事項は、任命権者が定め、第３条の規

定の施行に関し必要な事項は、管理者が定め、第４条及び第５条の規定の施行

に関し必要な事項は、市長が定める。 

附則別表（附則第３条関係） 

ア  行政職給料表の適用を受ける職員の新号給 

職務の級 

旧号給  

７級  ８級  

１  １  １  

２  ２  １  

３  ３  １  

４  ４  １  

５  ５  １  

６  ６  １  

７  ７  １  

８  ８  １  

９  ９  １  

10 10 １  
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11 11 １  

12 12 １  

13 13 １  

14 14 １  

15 15 １  

16 16 １  

17 17 １  

18 18 ２  

19 19 ２  

20 20 ２  

21 21 ３  

22 22 ３  

23 23 ３  

24 24 ４  

25 25 ４  

26 26 ４  

27 27 ５  

28 28 ５  

29 29 ５  

30 30 ６  

31 31 ６  

32 32 ６  

33 33 ６  

34 34 ７  

35 35 ７  

36 36 ７  

37 37 ７  

38 38 ８  
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39 39 ８  

40 40 ８  

41 41 ８  

42 42 ８  

43 43 ８  

44 44 ９  

45 45 ９  

46 46 ９  

47 47 ９  

48 48 ９  

49 49 ９  

50 50 ９  

51 51 10 

52 52 10 

53 53 10 

54 54 10 

55 55 10 

56 56 10 

57 57 10 

58 58 11 

59 59 11 

60 60 11 

61 61 11 

62 62  

63 63  

64 64  

65 65  

66 66  
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67 67  

68 68  

69 69  

70 70  

71 71  

72 72  

73 73  

74 74  

75 75  

76 76  

77 77  

78 77  

79 77  

80 77  

81 77  

イ  消防職給料表の適用を受ける職員の新号給 

職務の級 

旧号給  

７級  

１  １  

２  ２  

３  ３  

４  ４  

５  ５  

６  ６  

７  ７  

８  ８  

９  ９  

10 10 
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11 11 

12 12 

13 13 

14 14 

15 15 

16 16 

17 17 

18 18 

19 19 

20 20 

21 21 

22 22 

23 23 

24 24 

25 25 

26 26 

27 27 

28 28 

29 29 

30 30 

31 31 

32 32 

33 33 

34 34 

35 35 

36 36 

37 37 

38 38 
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39 39 

40 40 

41 41 

42 42 

43 43 

44 44 

45 45 

46 46 

47 47 

48 48 

49 49 

50 50 

51 51 

52 52 

53 53 

54 54 

55 55 

56 56 

57 57 

58 58 

59 59 

60 60 

61 61 

62 62 

63 63 

64 64 

65 65 

66 66 
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67 67 

68 68 

69 69 

70 70 

71 71 

72 72 

73 73 

74 74 

75 75 

76 76 

77 77 

78 77 

79 77 

80 77 

81 77 

 

理     由  

職員の人事・給与に関する制度の見直しを実施するに当たり、条例を改正する

必要があるため。 
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